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職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表 

改  正  案 現     行 
  
 （育児短時間勤務の終了の日の翌日から起

算して１年を経過しない場合に育児短時間

勤務をすることができる特別の事情） 

第８条 育児休業法第１０条第１項ただし書

の条例で定める特別の事情は、次に掲げる

事情とする。 

 ⑴ 育児短時間勤務（育児休業法第１０条

第１項（地方公営企業等の労働関係に関

する法律（昭和２７年法律第２８９号）

附則第５項において読み替えて準用する

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９

２号）第３９条第５項の規定により読み

替えて適用する場合を含む。）の育児短

時間勤務をいう。以下同じ。）をしてい

る職員が産前の休業を始め、若しくは出

産したことにより当該育児短時間勤務の

承認が効力を失い、又は第１１条第１号

に掲げる事由に該当したことにより当該 

  育児短時間勤務の承認が取り消された後、

  当該産前の休業若しくは出産に係る子若

しくは同号の規定による承認に係る子が

死亡し、又は養子縁組等により職員と別

居することとなったこと。 

 ⑵～⑹ 〔略〕 

 〔同左〕 

 

 

第８条 〔同左〕 

 

 

 ⑴ 育児短時間勤務（育児休業法第１０条

第１項（地方公営企業等の労働関係に関

する法律（昭和２７年法律第２８９号）

附則第５項において読み替えて準用する

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９

２号）第３９条第３項の規定により読み

替えて適用する場合を含む。）の育児短

時間勤務をいう。以下同じ。）をしてい

る職員が産前の休業を始め、若しくは出

産したことにより当該育児短時間勤務の

承認が効力を失い、又は第１１条第１号

に掲げる事由に該当したことにより当該 

  育児短時間勤務の承認が取り消された後、

  当該産前の休業若しくは出産に係る子若

しくは同号の規定による承認に係る子が

死亡し、又は養子縁組等により職員と別

居することとなったこと。 

 ⑵～⑹ 〔略〕   

   付 則 

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

  

※ 地方公営企業法の一部改正（抄） 

改  正  後 改  正  前 
  
 （他の法律の適用除外等） 

第３９条 〔略〕 

２ 〔略〕 

３ 企業職員については、行政不服審査法（平

成２６年法律第６８号）の規定は、適用し

ない。ただし、第３４条において準用する

地方自治法第２４３条の２第３項の規定に 

 よる処分を受けた場合は、この限りでない。

 〔同左〕 

第３９条 〔略〕 

２ 〔略〕 

  〔新設〕 

 ※ 平成２６年法律第６９号（平成２６年

６月１３日公布） 

 

 



 

 

４ 企業職員に対する地方公務員法第８条第

１項第４号の規定の適用については、同号

中「人事行政の運営」とあるのは、「退職

管理」とする。 

５ 企業職員に対する地方公務員の育児休業

等に関する法律第１０条第１項及び第１７

条の規定の適用については、同項中「次の

各号に掲げるいずれかの勤務の形態（一般

職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律

（平成６年法律第３３号）第６条の規定の

適用を受ける国家公務員と同様の勤務の形

態によって勤務する職員以外の職員にあっ

ては、第５号に掲げる勤務の形態）」とあ

るのは「５分の１勤務時間（当該職員の１

週間当たりの通常の勤務時間（以下この項

において「週間勤務時間」という。）に５

分の１を乗じて得た時間に端数処理（５分

を最小の単位とし、これに満たない端数を

切り上げることをいう。以下この項におい

て同じ。）を行って得た時間をいう。）に

２を乗じて得た時間に１０分の１勤務時間

（週間勤務時間に１０分の１を乗じて得た 

 時間に端数処理を行って得た時間をいう。）

 を加えた時間から８分の１勤務時間（週間

勤務時間に８分の１を乗じて得た時間に端

数処理を行って得た時間をいう。）に５を

乗じて得た時間までの範囲内の時間となる

ように地方公営企業の管理者が定める勤務

の形態」と、同法第１７条中「第１３条か

ら前条まで」とあるのは「第１３条及び前

条」とする。 

６ 企業職員に対する地方公共団体の一般職

の任期付職員の採用に関する法律（平成１

４年法律第４８号）第５条第３項の規定の

適用については、同項中「承認（第２号に

あっては、承認その他の処分）」とあるの

は「承認その他の処分」と、同項第１号中

「承認」とあるのは「承認に相当する承認

その他の処分」と、同項第２号中「条例の

規定による承認その他の処分」とあるのは

「管理規程による承認その他の処分（当該 

 管理規程を制定していない場合にあっては、

 同法第６１条第７項の規定により読み替え 

  〔新設〕 

 ※ 平成２６年法律第３４号（平成２６年

５月１４日公布） 

 

３ 〔同左〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 〔同左〕 



 

 

 て準用する同条第５項の規定による承認）」

 と、同項第３号中「承認」とあるのは「承

認に相当する承認その他の処分」とする。   

【施行日】平成２８年４月１日 
 


